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により、ご提供しているものであります。 
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連結注記表 

１．記載金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。 

 

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

(a) 連結子会社の数 

２社 

(b) 連結子会社の名称 

ＫＩＴシステムズ株式会社、ＪＳＵ，Ｉｎｃ． 

 

(2) 持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称 

なし 

       

(3) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

(a) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

ただし、無形固定資産のソフトウエアのうち自社利用分については社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウエアについては販売可能な

見込み有効期間（３年内）に基づく定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

均等償却 

④ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(5) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 受注損失引当金 

当連結会計年度末に受注残のある受託制作のソフトウエア開発案件のうち損失の発生が見込まれる

ものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。 
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③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当社においては当連結会計年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、連結子会社においては当連結会計年度末における自己都合退職金要支給見込額に基づき、

計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により翌期から費用処理しております。 

   

(6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受託制作のソフトウエア開発

契約については進行基準（開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のものについては完成

基準を適用しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  ③ のれんの償却方法及び償却期間 

     ５年間の定額法による償却を行っております。 

 

(7) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

  ① 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び法人税等調整前当期純

利益はそれぞれ1,380千円増加しております。 

  ② 表示方法の変更 

   （連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「役員退職慰労引当金」は、役員

退職慰労金制度の廃止を契機として執行役員に係る役員退職慰労引当金を「退職給付引当金」に含め

て表示しております。 

なお、前連結会計年度における「退職給付引当金」、「役員退職慰労引当金」はそれぞれ1,881,610

千円、43,972千円であります。 

 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「会員権評価損」は金額的重要

性が増したため、当連結会計年度から独立掲記しております。 

なお、前連結会計年度における「会員権評価損」は6,328千円であります。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 

 3,262,323千円 

(2) 土地の再評価 

当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地につい

て再評価を行っております。 

再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の部「再評価に係る繰延税金負債」に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に基づ

いております。 

・再評価を行った年月日 
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平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

99,648千円 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当連結会計年度期首

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株）

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 78,530 － － 78,530 

合 計 78,530 － － 78,530 

 

(2) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(3) 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 基 準 日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 157,060 2,000 平成24年３月31日 平成24年６月27日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの 

平成25年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提

案しております。 

(a) 配当金の総額    157,060千円 

(b) １株当たり配当額    2,000円 

(c) 基 準 日    平成25年３月31日 

(d) 効 力 発 生 日    平成25年６月26日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

５．金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

   当社グループは、資金運用については短期的な預金及びジェイ エフ イー ホールディングス株式会社が

グループ会社向けに提供するキャッシュマネジメントシステムを利用した同社に対する資金貸付に限定

しております。 

   資金調達については銀行等金融機関及びジェイ エフ イー ホールディングス株式会社からの借入により

行っており、資金使途は短期運転資金が中心でありますが、当連結会計年度末においては借入金残高は

ありません。 

   受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は全て株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

   平成25年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 
連結貸借対照表 

計上額（＊） 
時価（＊） 差額 

① 受取手形及び売掛金 7,198,575 7,198,575 － 

② 預け金 2,310,000 2,310,000 － 

③ 投資有価証券 

  その他有価証券
1,957 1,957 － 

④ 買掛金 （1,954,523） （1,954,523） － 

⑤ 前受金 （1,530,922） （1,530,922） － 

⑥ リース債務 （978,784） （944,875） （△33,909） 

       （＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

 （注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

   ① 受取手形及び売掛金 

短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

② 預け金 

短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

③ 投資有価証券 

時価は、株式は取引所の価格によっております。 

④ 買掛金 

短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

⑤ 前受金 

短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

⑥ リース債務 

時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。 

 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額130,500千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有

価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

                 

６．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                 117,971円 9銭 

１株当たり当期純利益                 6,407円83銭 
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個別注記表 

１．記載金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。 

 

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

(a) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(b) その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

ただし、無形固定資産のソフトウエアのうち自社利用分については社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウエアについては販売可能な

見込み有効期間（３年内）に基づく定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

均等償却 

④ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 受注損失引当金 

当事業年度末に受注残のある受託制作のソフトウエア開発案件のうち損失の発生が見込まれるもの

について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により翌期から費用処理しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

① 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受託制作のソフトウエア開発契約につ

いては進行基準（開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のものについては完成基準を適用し

ております。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  ② のれんの償却方法及び償却期間 

     ５年間の定額法による償却を行っております。 
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(6) 重要な会計方針の変更 

  ① 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞ

れ1,282千円増加しております。 

 

  ② 表示方法の変更 

   （貸借対照表） 

前事業年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「未払消費税等」は金額的重要性が乏

しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度の「未払消費税等」は、79,272千円であります。 

 

前事業年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「役員退職慰労引当金」は、役員退職

慰労金制度の廃止を契機として執行役員に係る役員退職慰労引当金を「退職給付引当金」に含めて表

示しております。 

なお、前事業年度における「退職給付引当金」、「役員退職慰労引当金」はそれぞれ1,281,150千円、

38,700千円であります。 

 

   （損益計算書） 

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「会員権評価損」は金額的重要性が

増したため、当事業年度から独立掲記しております。 

なお、前事業年度における「会員権評価損」は6,328千円であります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 

 3,128,438千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 5,186,842千円 

短期金銭債務 2,399,073千円 

 

(3) 土地の再評価 

当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地につい

て再評価を行っております。 

再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の部「再評価に係る繰延税金負債」に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に基づ

いております。 

・再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

99,648千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引 

営業取引による取引高 

売上高 11,897,092千円 

仕入高 2,196,067千円 

営業取引以外の取引による取引高 2,581,989千円 
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５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金 379千円

未払賞与 357,018千円

未払事業税 17,859千円

未払社会保険料 51,923千円

たな卸資産評価損 85,777千円

少額償却資産 11,471千円

退職給付引当金超過額 514,608千円

資産調整勘定 182,653千円

ソフトウエア評価損 9,004千円

投資有価証券評価損 5,607千円

会員権評価損 21,093千円

そ の 他 合 計 17,570千円

繰延税金資産小計 1,274,962千円

評価性引当額 △ 54,292千円

繰延税金資産合計 1,220,671千円

繰延税金負債 

 退職給与負債調整勘定 △145,671千円

繰延税金負債合計 △145,671千円

繰延税金資産の純額 1,075,000千円

 

６．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 114,845円48銭 

１株当たり当期純利益 5,920円73銭 

 
 
 


